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自然環境保全協定締結式

令和８年７月18日(土）13：30～

県庁本館４階特別会議室

次 第

１ 開会

２ あいさつ

・静岡県知事

・東海旅客鉄道株式会社 代表取締役社長

・国土交通事務次官

３ 県からの説明

・自然環境保全協定

・水利用に影響が生じた場合の対応に係る確認事項（補償確認書）

・静岡工区着工後のモニタリング体制

・静岡県環境影響評価審査会中央新幹線部会の設置

・中央新幹線（品川・名古屋間）の建設と地域振興に関する基本合意書等

４ 署名

５ 写真撮影

６ 閉会
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自 然 環 境 保 全 協 定 書

静岡県（以下「甲」という。）と東海旅客鉄道株式会社（以下「乙」という。）は、

下記の事業を実施するに当たり、静岡県自然環境保全条例（昭和48年静岡県条例第

９号）第24条の規定に基づき、次のとおり協定する。

記

事 業 の 名 称：中央新幹線南アルプストンネル（静岡県内）本体工事

開 発 区 域 の 場 所：静岡市葵区田代、岩崎、小河内 地内

開 発 区 域 の 面 積：628,698ｍ２（うち形質変更区域の面積：215,523ｍ２）

（自然環境保全）

第１条 乙は、前記の事業を実施するに当たり自然環境を保全するため別に掲げる

事項を履行するとともに、善良な管理者の注意をもってこれを保全することに努め

なければならない。

２ 乙は、前項のほか、自然環境の保全に影響を及ぼす不測の事態等が生じた場合は、

直ちに工事を一時中断し、その原因を調査して甲に報告するものとする。

３ 前項の調査の結果、前記の事業の実施との因果関係がないことが明らかな場合を

除き、乙は、必要に応じて専門家等の意見を聴き、甲と協議の上、対策を講じる

ものとする。

（報告及び調査）

第２条 乙は、甲の求めに応じ、当該事業の実施状況を報告するとともに立入調査に

協力しなければならない。

（違反時の措置）

第３条 甲は、乙がこの協定に違反したときは、その履行の確保について必要な措置

として、違反の程度に応じ助言、勧告し、又は必要な場合は公表する。乙は、甲

からの助言等について誠実に対応するよう努めなければならない。

（計画変更の協議）

第４条 乙は、その事業計画を変更しようとするときは、事前に甲に協議するものと

する。

（協議）

第５条 この協定に定めのない事項について定めをする必要が生じたとき、又はこの

協定に定める事項について疑義が生じたときは、その都度甲、乙協議して定める

ものとする。

上記の協定の成立を証するため、この協定書２通を作成し、甲乙署名の上、各自

その１通を所持する。

令和 ８ 年 ７ 月 18 日

（甲）静岡市葵区追手町９番６号 静岡県知事 （ 自 署 ）

（乙）愛知県名古屋市中村区名駅一丁目１番４号

東海旅客鉄道株式会社 代表取締役社長 （ 自 署 ）



（資料１-１）

１ 開発区域の場所

２ 事業の種別

３ 事業者

４ 開発区域の面積

５ 開発区域の概要

６

７ 緑化実施計画

８ 造成計画及び残土の処理

９ 保存緑地及び植栽後の管理方法

10 添付書類

・

・希少動植物の調査結果報告書

・現況写真

・位置図、各種計画図面

資料１-１ 第１条に規定する「 」

※１の具体的な内容（主な内容は資料１-３に例示）

資料１-２



▲田代ダム

▲藤島発生土置き場

▲上流域の沢（悪沢）

資料１-３







１ 設置の目的

『リニア中央新幹線の整備』と『大井川の水資源や南アルプスの自然環境の保

全』の両立に向け、ＪＲ東海が実施する環境保全措置等の取組を永続的に監視す

るため、本日付けで県環境影響評価審査会に「中央新幹線部会」を設置する。

２ 審議事項

・ＪＲ東海が実施する定期的なモニタリングの結果や、異常事象等が発生した場

合の報告内容等の評価・検証

・異常事象等に係る調査や対策その他の措置に関する、ＪＲ東海への要請等の判断

３ 設置根拠

静岡県環境影響評価条例第 46 条第１項

静岡県環境影響評価条例施行規則第 45 条第 1項

静岡県環境影響評価審査会中央新幹線部会設置規程

４ 設置日

令和８年７月 18 日（本日付け）

５ 部会委員 （五十音順 敬称略）

・※は静岡県中央新幹線環境保全連絡会議の委員

・部会において「論点に応じて別の者の専門的な知見が必要」とされた場合は、

その都度、適切な有識者から意見を聴取する。

中央新幹線部会の設置

（新たなモニタリング体制の立ち上げ）

氏名 職名等 備考

織部 康宏 静岡市環境局 環境政策監 行政機関

岸本 年郎
ふじのくに地球環境史ミュージアム

学芸課長兼教授

生物多様性

・昆虫学
※

小泉 祐一郎 静岡産業大学 学長 公共政策学

小杉 素子 静岡大学学術院 工学領域 教授 リスク心理学

谷 幸則 静岡県立大学 食品栄養科学部 教授
水環境

・水処理
※

中澤 博志
静岡理工科大学

建築・都市デザイン学部 学部長
地盤防災工学 ※

森下 祐一 静岡大学 客員教授
地球科学

・地質学
※

安井 成豊 合同会社ヤスイテックファーム 代表 トンネル工学 ※

資料４



○写中央新幹線（品川・名古屋間）の建設と地域振興に関する基本合意書

中央新幹線の建設にあたり、東海旅客鉄道株式会社は、工事の安全、環境の保全、

地域との連携を重視して進めることとしているところであるが、今後、静岡県及び東

海旅客鉄道株式会社は、中央新幹線の開業を見据え、新幹線ネットワークのあり方の

変化を踏まえた地域づくりを着実に実施し、もって地域の振興に資するため、下記事

項についてそれぞれの役割分担のもと相互に連携・協力して誠実に取り組むものとす

る。

記

１ 東海道新幹線の活用等による静岡県内の産業・観光の活性化

２ 東海道新幹線の活用等による新たな関係人口の創出

３ 鉄道駅及び駅周辺地域の利便性向上､地域交通との連携強化等による交流人口の増加

上記の内容の詳細は別途協議するものとする。

この合意の証として本書２通を作成し、静岡県及び東海旅客鉄道株式会社は、記名

押印の上、各自その１通を保有する。

令和８年７月18日

静岡県知事 鈴木 康友 印

東海旅客鉄道株式会社

代表取締役社長 丹羽 俊介 印

資料５-１



リニア中央新幹線（静岡工区）に関する確認書

大井川流域８市２町（以下「流域市町」という。）と東海旅客鉄道

株式会社（以下「ＪＲ東海」という。)は、以下の事項を確認する。

１ ＪＲ東海は、リニア中央新幹線（静岡工区）の着工後及び供用開

始後も含め、国有識者会議や県専門部会等を経て決定された自然

環境保全措置及びモニタリングの着実な履行とともに、着工後も、

流域市町と継続的に情報共有・対話を行う。

２ 流域市町とＪＲ東海は、流域の経済発展や地域振興に資する取

組について、それぞれの役割分担のもと、継続的な対話を通じて、

共に連携・協力して推進する。

令和８年７月 18 日

東海旅客鉄道株式会社代表取締役社長 丹羽 俊介 印

島田市長 染谷 絹代 印

焼津市長 中野 弘道 印

掛川市長 久保田 崇 印

藤枝市長 北村 正平 印

○写
袋井市長 大場 規之 印

御前崎市長 下村 勝 印

菊川市長 長谷川 寬彦 印

牧之原市長 杉本 基久雄 印

吉田町長 田村 典彦 印

川根本町長 薗田 靖邦 印

静岡県は、ＪＲ東海と流域市町との間で本確認事項について、合意

が調ったことを確認する。

（立会人） 静岡県知事 鈴木 康友 印

なお、本書については 12通作成し、ＪＲ東海、流域市町及び県は、

記名押印の上、各自その１通を保有する。

資料５-２


